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1．児童館の設置主体と経営主体

　児童館の活動は社会福祉施策の」瑛として地域の全て

の児童を対象とするものである。故に、設置並びに経営

の主体はその性質上本来は公立機関であることが望まし

いo

　しかし、児童館本来の機能を充分に果たすために、開

館日、開館時間の問題、職員の勤務体制上の問題、職員

の資質の間題、その地域の他の社会資源との組織的なつ

ながり、 地域社会の実態などにそって、より効果的、 弾

力的な経営が期待される場合琴はその経営を民間の児童

健全育成のための機関などに委託すること も許されよ

う。その際、設置主体である地方自治体が当然行なわれ

なければならない種々の援助、例えば運営に要する経費

の交付、館内における那故等の防止施策についての積極

的な参加協力が望まれるのは当然である。

2．　児童館の運営

　（1）運営組織

　児童館活動がその地域の爽情、児童の要求からかけ離

れたものであっては、児童の健全育成に充分な効果をあ

げることはできない。児童館がその機能を充分に発揮し

て児童の健全な育成を押しすすめていたくめには、それ

ぞれの地域の実椿に即した、地域社会あるいは児童の要

求に応じた運営がなされなければならない。

　赦に、児薫館の運営にあたっては、地域社会の人々か

らなる児童館運営委員会、児童の代表からなる児童委員

会、又、実際に児童に接して遊びの指導にあたる職員、

館長からなる職員会議の三者が一体となって・運営の基

本方針、具体的な内容について検討すべきものである。

　①児童館運営委員会

　児童館が地域住民の要求にそった運営をするために

は、’どうしてもその地域の人々に対し協力を求めると共

に、その意見を聞くことが必要である。そこで児童館の

運営にあたっては、児童厚生員等職員の判断や考え方に

よってのみ運営されるべきではなく、その地域の代表者

からなる「児童館運営委員会」を設置し・児童館の機能

を地域の子ども達のために充分活用できるような積極的

な援助、協力を求めるようにすべきである。

　児童館運営委員会の具体的な構成は、地域の声が児童

館運営に充分反映されることを考慮して、子ども会育成

会、母親クラブ、地区P　T　A　地区社会福祉協議会、青

年団体の代衷者、町内会の代表者、関係行政機関の代表

者等、児童の健全育成に関係あるものを選定することが

望ましい。

　更に、児童館運営委員会のメソパーの条件として、単

に名誉職的な人や、自己の名声にこだわる人は避け、児

童館の意義を充分に理解し、その機能を充分に発揮でき

るようにその地域の実態と子どもの状態をよく把握して

いて・実際に活動できる人でなければならない。

　②児童委員会
　児童館の運営、特にブログラムの立案、実施に関する

ことがらについては・その地域の児童の要求が充分に取

り入れられたものでなければならない。

　そのためには・児童の代衷者からなる児産委員会を組

織し、彼等の協力参加にまる児童館事業の運営、企画を

押しすすめ、その地域の児童の遊びに対する要求をとら

えるように努力すべきである。児童委員会のメソバーに

は、ジュニアリーダーを養成し、これに当らせるように

することが望ましい。

　③　職員会議

　児童館運営にあた．って、その中核となるべきものは、

児童に毎日接して遊びの指導に当る児童館職興である。

それは・地域住民や児童から出される要求なり意見が、

実際の児童館活動に取り容れることが可能かどうか、ま

た、もし可能ならばどのよ』 な方法で具体化するのか等
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については、直接、児童を指潮する職員が最終的に検討

すべき性質のものであるからである。

故に舷館の運営の方針は・曝蝋をこ師て雌
館本来の性格、機能をふまえたうえで、児童館蓮営委員・

会の意向、地域住民の要求、児童の要求等を尊重しなが

ら検討、決定すべきであるo　　　・　
．、

　（2）児童館運営審議会

　児童館活動の充実挙展を計るために、各県毎に県内に

存在する全児童嬉を対象とした「児童館運営審議会」を

設置し、児董館が本来的機能を充分に果しているか、ま

た果し得るような行政的措置がとられているか・児童館

が適正に配置されているか等、全県的に児童娘活動の上

に起こるさまざまな問題について審議すべきである。

　児童館運営審議会の具体的な構成は、 全県的な規模

で、学校、社会福祉協議会』福祉関係、社会教育関係、

警察等の代表者、学識経験者、児童の健全育成に関係あ

るものを選定することが望ましい。

　（3）児童館相互の連携

　児産館は、児童館活動の拡充発展をはかるために、県

単位、あるいは地区単位に、児童館連絡協議会等を設置

し、．児童館相互の連携をはかるよ うにしたい。

　児産館連絡協議会にお恥て・児童館相互の情報交換や

児壷厚生員等職員の資質を高めるための各種研修会を開

催したり、あるいは地区ごとに児童館群を構成して、特

殊技能指導者の各児童館の巡回指導を計るというよう

に、児童娘が本来の機能を充分に果すため、また児童館

活動の発展のために各地区の児童の連携をはかることが

望まれる。

　（4）児童館と地域の関係機関団体との連携

　児童館において児童の指導上おこるさまざまな間題の

解決、あるいは適切な運営をすすめる上に、地域のあら

ゆる機関、団体と密接なる連携をはかり、それ等の機関

や団体から桜極的な協力が得られるように留意すること

が大切である。

　たとえば、地域内にある児童図轡館、体育館、児童相

談所、 福祉事務所、、学校、保健所などの機関や、児産健

全育成のための親の会、母親クラブ、ボランティア、サ

ークルなどの地域組織活動の促進団体等に連携をはか

り～桜極的な協力を求めるようにする。

　（5）児童館の闘館日と利用時間

　①　開館日

・児童館の閉館日・並びに開館時間については、その地

域の児童の生活の実態に合ったものでなけれぱならな

いo

　児童館を利用する児壷は小中学生であり、彼等が実際

に児童館を利馬できる時間は下校後及び休日である。彼

等が下校後あるいは、休日に彼等の生活する地域社会の

中での活勤の拠点とレて、また遊びの指潮を受ける場と

しての児童鰭がもつ本来の機能を発揮するためには、彼

等が児童館を利用できる時間的な要求にこたえるもので

なけれぱならない。また、遊び場のない児産に遊びの

「揚」を提供することも児童館のもつ機能のひとつであ

る。もし、児童館が休館日を設けて休館するということ

は、児童館以外に遊び場のない児産に対して、極論を言

えば、その日は健全で安全な遊びの場をはく奪すること

になってしまう。また、児童の「遊ぴ』という活動は毎

日繰り返されるものであって、本来「休む」ということ

はない。

　以上のように、 時間的、物理的、また活動的な児巌の

もつ要求を考慮すると、児童館は本来年中無休で開館す

べき性格のものであるゲそこで、休館日を設けなければ

ならない場合には、その地域の実情に合わせて来館児童

の少ない日を選ぶべきである。

　②利用時間
　児童館を利用する対象児童は、・幼児、小中学生そあ．

る。児童館の利用時間を定めるに当っては、児童の実際

に利用できる時間的要求と年令学年差による活動的内容

の相違、並びに季節的な利用時問の調整を配慮するごと：

が必要である。

　対象児童である小中学生が利用できる平日の時闘帯は

下校後に限られるので・午前中の利用はできない・実際

に利用できるのは小学校低学年で午後1時半～2時以降

夕刻までであり、高学年になるに従って利用時間が減少

する。

　また、限られた施設設備を年令、体力、活動内容の異

なる児童が同時に使用することは困難であり・児童の年

令別のブ・グラムを編成したり、利用時間帯をずらすな

どの配慮をしなければならない。特に中学生の利用につ

いては、小学生が終了後さらにひき続き1時間位は利用

できるようにしたい。

　更に季節的に日没時間が大変異なり、児童の生活時間

もそれによって変化するので季節によって利用できる時

間挫成を考慮すべきである。

　したがって開館時間については、季節によって春秋比

は小学生は日没前の午後5時半、中学生はその後もひき

続き1時間泣利用できるようにして、午後6時半頃の閉

鍍が望まれる。同様に夏期には一小学生は6時、中学生

は7時の閉館・冬季には・小学生5時・中学生6時の閉

館というように濁象児産の学年、季節によって閉館時間

をずらすような配慮が欲し）・。
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しかし、利用時問については、あくまでも弛域社会の

実情に応じて定めるべきである。幼児保育が要求される

地域にあっては、学童の利用しない午前中を利用するな

ど、午前の開館が望まれることもあぢう。

　対象を小中学生に限るならぱ、以上のように午後めみ

の利罵時間にすれば、職員の勤務時間等の動務体制も時

差出勤等によって解決されよう。

　休日の利用については・年齢学年に関係なく午前から

の利用が可能である。したがって地域の実惜に合わせ

て、開館時間、閉館時問を考慮するようにしたい。

　（6〉児鍛館における幼児保育について

　児童館の主な利用対象を、自主的に辛館することがで

き、また、自主的に個人的、集団的な遊びを展開するこ

とができる小、中学生とする意見が多い。

　児童館における幼児保育が、保育所の代替機能として

なされるならぱ・児童館の存在意義から考えると不適当

であり、児童館の対象児童に幼児までを含めるとするな

らば・対象児遼は幼児から中学生までとなり・幼児児童

の年齢差、遊びの内容差、施設設備上の問題、指導する

職員構成、資質の問題等を考慮すると、人的、空間的に

制限のある児童館において、全べてめ児童、幼児に対す

る遊びの指導、保育は困難であるというのがその意見で

ある。

　しかし都会においても農村においても幼児の遊び場に

対する二一ドは極めて大きく、それを除外して考える毒

はおよそ不可能である。あくまでも幼児、小学生、中学

生を主な利用対象として考えるべきそある。

3．児童の管理

　（1）児童調査

　児童館で行なわれる遊びの指導を組織的、継続的に行

なうため、また、児童館を利用する児童の来館帰館時の

安全管理の上からも、児産館を利用する児童の適確な把

握が必要である。したがって、児童館は来館するひとり

の児童に対して、必要とされる箏項を調査することが望

まれる。そのためにも児童の入館にあたって、登録制等

を採用し、児童に関する充分なる調査をすることが必要

である。

　調査項目としては、①住所　②　氏名　③年齢　④学

校名　⑤家から児童館までの来館順路　⑥児童館以外の

遊び場所とその内容　⑦友人関係　⑧家族の状況（家族

構成、親の職業など）。更に必要に応じて、⑨本人の生

育歴　⑩生活習慣等についても調査することが望まし

い。また、でき得れぱ、入館後の指導経過等についても

記録整備し、効果的継続的な指導に役立てるこ とが望ま

れる。

　（2〉児童の安全管理

　児童館は来館する児童に対する安全管理に充分配慮す

ること．が必要そある、児童館の規模や地域性によって安

全管理の取り上げ方が異なるものと考えられるが。一般

的に児童館における安全管理をより効果的にすす訪る手

がかりとしては、次の諸点について検討する必要があ

る。

　①　児童の来館帰館時の安全管理

　児童の生活に悪影響を及ぽしている環境条件として、

光化学スモッグや擁気ガス等の公魯、交通量がはげし

い、道路が狭い等の交通泰脩、管理されていない川や空

地、風俗営業や盛り場、工場、住宅、商店の密集等さま

ざまなものが存在している。児童館に来館する児童は、

その途中に多かれ少なかれ何らかの悪い環箋条件をもっ

ていると考えられる。そこで、児童館としても、その地

域の生活環境の実態を把握すると共に、悪条件の発生の

可能性を充分に検討して、児童の来館帰館時の安全を確

保することに努めなければならない。

　②施設、設備の安全管理

　児箆館内における尼童の安全を考える時に、児童の行

動の特徴をあらゆる面から考慮して・児童館の施設・設

備そのものの安全性を検討することが必要である。

　例えば　イ出入口の状態　ロ窓の高さ　ハ床面の材質

二室内の設備及び備品の配置　ホ電源、コードの管理

へ階段の高さ　トガラスや照明羅具等の保護の状態　チ

非常用設備　リ屋上使用の場合の金網棚等について充分

検討し・施設・設備の不備による危険から児童の安全を

守ることに努力しなければならない。

　③備品、遊具の安全管理

　備贔、遊具に関する安全管理は、①備贔、遊具そのも

のの安全性　②児童がそれらを使用する際の安全な使用

方法③備品、遊具を保管する揚合の安全性などの検討

が必要である。

　例えば、トランポリソ、とび箱などの運動具や工作道

具そのものに欠陥はないか・また・それらの使用方法の

指導の徹底、保管する場合の管理状態などについて充分

な配慮が必要である◇

　④児童の遊びの内容によっておこされる事故に関す

　　　る安全管理

　児童館においては、児童の活動を何らかの意味で禁じ

ていることがある◇たとえぱ、ブロレスごっこ、硬いボ

ールの投げっこ等・児壷の行為そのものから生ずる危険

性のあるものである。これらの危険な行為は指灘によっ

て避け得るものであるから・安全管理の面から・児童の
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危険な遊びの発見や指導を徹底きせることが大切であ
る。

　⑤　非常災害時の安全管理

　地震、火災等の非常災寄時の避難方法にっいて日頃か

ら心がけ、来館児童にもよく指導しておくことが大切で

ある。同時に、町内会や児童館に隣接する人々の協力を

第8集

得ながら、計画的な避難訓練を実施するなどの配慮が必

要である。

　なお、1木報告は、昭和46年度厚生科学研究の一部であ

る。
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